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1　はじめに
　平成6（1994）年8月の『環境基本法」から
平成13（2001）年1月の『循環型社会形成推進
基本法」、平成13（2001）年4月の「廃i棄物処
理法』、『資源有効利用促進法』に至り、さらに
平成12（2000）年4月『容器包装リサイクル法」、
平成13（2001）年4月「家電リサイクル法』、
平成13（2001）年5月『食品リサイクル法』、
『建設リサイクル法』といった個別物品の特性
に応じた規制およびグリーン購入法が施行され
1）、循環型社会の形成に向けた制度の整備がか
なり進展した。これに対し、朝日新聞によるア
ンケートによると、「78％の人がペットボトル
をリサイクルに回している」という回答が寄せ
られている2）が、一方では容器リサイクル法
施行後、家庭から出るプラスチック容器やペッ
トボトルなどをリサイクルするために、分別収
集して運搬、保管する費用がかさみ、自治体の
財政負担が増大しているとの報道もあった3）。
また、家庭から出るごみで作られる「ごみ固形
燃料（RDF）」については、三重県のRDF発電
所での爆発で2人が死亡するという痛ましい事
故がおき、分別の不徹底により異物混入で機械
が詰まるというトラブルも発生している。さら
に、RDFの製造、発電にかかるコストが高く、
利用先がなくほとんど売れないともいわれてい
る4）。このような問題はあるものの、ごみリサ
イクルに対してはこれまで様々な取り組みがな
され5）、徳島県上勝町では、ほぼ全家庭に生ご
み処理機を置き堆肥にする取り組みを行い、さ
らにごみを34種類に分別し、平成14年度のリサ
イクル率は79％で全国平均14％程度を大きく上
回っていると言われている6）。
　平成14（2002）年3月環境省は『新たな地球
温暖化対策推進大綱』を決定し、国民各層の更
なる地球温暖化防止活動の推進を謳っている
7｝。その中で、「白熱灯の電球形蛍光灯への取
り替え」、「夜間屋外照明の上方光束のカット」、
「冷蔵庫の効率的使用」、「節水シャワーヘッド
の導入」、「事務所の一旦消灯」、「無駄なコピー
の縮減」などをあげている。さらに『国民各層
の更なる地球温暖化防止活動の推進』では、
「家族が同じ部屋で団らんする」、「テレビ番組
を選ぶ」、「シャワーを1日1分家族全員が減ら
す」などかなり細部にわたっている。また、朝
日新聞のアンケートでは、89％の人が家庭や職
場で節電していると回答している8）。具体的方
法としては、「照明をこまめに消す」、「家電の
スイッチをこまめに消す」、「ドアや窓をまめに
開け閉めする」、「エアコンの設定温度をセーブ
する」、「パソコン、ファックスなどをつけっ放
しにしない」、「扇風機やうちわを多用する」、
「洗濯物、布団、食器は自然乾燥で」などが上
位を占めている。
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　環境省による『循環型社会の形成に関する世
論調査』では、「ごみ問題に関心がある」と答
えた人は89．9％であり高い割合となっており、
ごみ問題の原因としては、「大量生産・大量消
費・大量廃棄の生活様式」であることが指摘さ
れている。しかし、「ごみの問題は深刻だと思
いながらも多くのものを買い、多くのものを捨
てていると回答した人は、23．0％であった9》。
山田は、環境家計簿に取り組む前の現状チェッ
クとして、省エネルギー（電気・ガス）、節水
と汚濁防止、ごみ減量、自動車運転の4項目に
ついてライフスタイルを評価している1ω。本
研究では、山田の方法における評価項目を一部
改変して質問紙を作成し、現在の環境問題に対
する認識・実行度に関する調査を行った結果を
報告する。
2　調査方法および調査内容
　新潟県在住の男性32名、女性69名、計101名
に対し留置法によりアンケート調査を行った。
調査対象者年代別人数は表1の通りである。山
田は、消費者が環境にやさしいライフスタイル
を実現するための手法として「環境家計簿」を
提唱している。環境家計簿に取り組む前に、ラ
イフスタイルの現状を3R（Reduce、　Reuse、
Recycle）で把握する必要があるとし、現状チ
ェックを提案している10）。本調査では、山田
の環境3R認識・実行度評価を参考に調査内容
を選定した。ただし予備調査の結果、車を運転
しない人がいることや合成洗剤の評価H）、太
陽熱の利用といった高価な設備を購入する必要
とするなど適切でない項目を除き修正し、付表
のような調査内容とした。評価は、山田Io｝に
準じ「よくできている（10点）」、「まずまずで
きている（5点）」、「できていない（0点）」と
した。ただし、評価のわかりやすさを考慮し
100点満点に換算した。
3　歴史的背景と環境教育
　わが国の環境問題に関して、そのプロローグ
は、戦後日本の歴史的考察をすれば、明らかで
ある。すなわち昭和35～39年の「高度成長期」、
昭和40～44年の「公害とインフレ」、昭和48年
の「オイルショック」という日本が歩んできた
道である。戸川氏の著作の中の次の一節は象徴
的な表現となっている。すなわち、「この数年
にわたる問に、社会、個人の生活のありかたに
も、ある変化が生じたことは見逃せない。高度
成長期には、テレビのコマーシャル、新聞、雑
誌などのPRが、“消費”をおおいに煽った。
「使い捨ての時代』、『消費は美徳』、r消費者は
王様』というのが、社会通念化されていた。そ
れが48年（1973）のオイルショック以降、社会
も個人も『節約の時代』へと移行しはじめたの
である。（中略）それは、時の田中内閣の『石
油緊急対策要綱』、『消費節約運動』、『官公庁節
約要綱」の決定となった。（中略）社会総体と
しての生活、個人の生活は、高度成長期の水準
を下まわることはなかった。消費を抑えながら
も、依然、ある種の贅沢さを維持していた。そ
れはまことに素早いオイルショックからの脱却
のなかに、明瞭に示されている。49年（1974）
に入ると、石油電力の消費もおいおいもとの情
況に戻り、その5月3日には、郵政省が深夜テ
レビの自粛を解除し、再び夜遅くまでテレビが
放映されることになった。実に多くの人々が変
わりなくレジャーを楽しみつづけていた。」と
述べている12）。
　このように、わが国が昭和48（1973）年まで
の辿った道は、極めて大きな意味をもっている
が、昭和46（1971）年、宇井氏の「公害言論1」
13｝が発刊されてまもなく、昭和48年4月、捨
てる技術研究会編「捨てる　ゴミを生かす発想
と技術」14）が刊行されたことは、極めて先駆
的であるといえる。「日本人とゴミ」について
表1　調査対象者年代別人数
年代（才） ～29 30～39 40～49 50～59 60～ 計
男性 15 4 4 1 8 32
女性 39 8 8 8 6 69
総　数 54 12 12 9 14 101
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押田は、日本の高温・多湿の気候がカビやバク
テリアにとってはよい生活環境であり、不潔が
伝染病などの病気につながるため、「日本人の
きれい好き」となったとしている。ただし、
「やたらにゴミを捨てる習慣も、またこの風土
と関係している」とし、「カビやバクテリアの
増殖もまた盛んである。捨てられたゴミは、こ
れらの細菌によって比較的すみやかに分解さ
れ、やがてあとかたもなくなってしまう。（中
略）今や人ロも増加し、さらに悪いことには、
自然によって分解されないゴミの急増によっ
て、昔からの日本人のゴミ処理法はまったくだ
めになってしまったのである。」と述べている
15）。さらに、環境教育についても次のように
述べ、「その次の対策といえば、前にも述べた、
自然のサイクルに入り込むような、ゴミの処理
の方法を考えることである。その時、個人とし
て何をなすべきかが、重要であることは論を待
たない。（中略）要するに、ゴミの問題は個人
個人のレベルまでさかのぼって、その発想を切
り換えるところから出発しなければならないか
らである。それには、教育が大事であることは
いうまでもない。学校での教育も社会教育も含
めて、もっともっと、ゴミや公害の知識が普及
し、考え方が改まってゆかねばならない。」と
指摘している16）。
　歴史的な背景とわが国の環境保護運動が欧米
諸国のそれと比べ、大きく立ち遅れていた理由
として、岡島は「明治以来の歴史的な状況と、
終身雇用制という社会構造、というふたつがあ
る」と指摘している17）。極めて意義深い内容
であるのでそのまま引用するが、「いくつかの
理由があるが》最も大きなものは明治以来のわ
が国の体質であろう。明治維新以来、わが国は、
欧米列強に追いつくために、富国強兵、殖産興
業政策を取り続けてきた。教育政策も大学教育
も、すべては実業の振興のためであった。そう
した状況の中に、自然保護といったようなもの
は忘れられてしまったのである。さらに、第二
次世界大戦の前後の50年間は非常時が続いた。
1970年代まで、わが国では、国民は『月月火水
木金金』というかけ声とともに休まず必死に働
いてきた。それでも食べるためだけで精いっぱ
いだった。とても市民運動や福祉運動などをボ
ランティアで行なう余裕がなかった。わが国で
自然保護運動が国民的支持を得るようになるの
幽が80年代であり、この時期と、『戦前、戦中、
戦後を通じての非常時の終わりの時期』とが一
致するのである。要するに、国家としての余裕
がなかったのが、環境保護運動が発農できなか
った最も大きな理由だろう。また、社会的な構
造の問題点として、終身雇用制も市民運動が発
展できなかった理由のひとつにあげられるだろ
う。わが国では古くから終身雇用制が一般的で
あり、ふつうは一度就職するとなかなか辞めに
くい。特に大企業や官庁では、大学や高校を卒
業するとき、いわゆる新卒だけに就職の機会が
与えられる。そして、中途採用の道は非常に限
られている。それ故、有利な就職をするには有
名大学に行かねばならず、受験地獄がある。こ
うした社会構造は、しかし、市民運動の方から
みると非常に困る。市民運動が生まれ、大きく
発展していく過程には市民のいろいろな協力が
必要である。ところが、事実上、新米だけしか
採用できないような社会構造では、小さな非営
利の団体を大きくしていくことは難しい。（中
略）人材が集まらず、それ故団体も小さくまと
まるだけ、という悪循環に陥っていた。」と述
べている。
　一方、環境教育論として室田は「生活系の行
動については、一般に、『しつけ』といわれる
教育法によって養成されると考えられてきた。
そして、主として家庭と社会が、その形成の場
とされてきた。このことは決して誤りとはいえ
ない。しかし、問題は、戦後25年ほどの問に、
生活系の行動の形成についてのしつけが、ほと
んど行われなくなり、同時に形成する方法論を
見失ってしまったことである。」と指摘し18）、
また、「廃棄物にまつわって、公害という大き
な社会問題が提起されているが、一歩掘り下げ
て自分自身の問題になりにくい原因も、廃棄物
処理に関する生活技術の欠如にあるといえよ
う。多くの人々は、不幸にも廃棄物処理能力を
行動として正しく身につけることなく、生涯を
送っているのである。（中略）このように人間
の行動をとらえると、捨てる技術が、ほんとう
に身について、いつ、いかなる状況でもできる
ようになるためには、表現される行動のほかに、
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他人の目にはみえないが、頭の中で思考とか判
断という言葉でいわれている行動が、能力とし
て備わっていなければならないことが、明らか’
になってくる。」と述べている19》・20）。さらに、
阿部は次のような概念を述べている21）・22）。す
なわち、「環境教育のめざす人間像は、空間的
には、地球上のすべての人間（＝同世代間の平
等）、および人間以外の生物や無生物をも含む
地球的なこと（＝環境倫理の確立）、そして時
間的には現在の子どもや将来の世代（＝世代間
の平等）までも視野に入れ、行動できる人間で
ある。（中略）環境教育は、学校・地域・家庭
あるいは市民・行政・企業などが協力しなが
ら、幼児期から高齢期までの生涯にわたる生涯
教育として行われなければ成果は期待できな
い。」である。高田、川島も同様な考え方を示
し、環境教育の目的を「環境とより調和したく
らしを実践できる人を育てる」とし23）、「他人
の持つ多様な価値観と、それに基づく行動を理
解し、共有し、そこから主体的に自己の価値観
を選択し内在化していくことも非常に大切なこ
とである。」と指摘しているm）。
　このように、環境教育が重要であることは衆
目の〒致するところではあるが、実際にどの程
度認識しているか定量的に評価する必要があ
り、次節でアンケート調査結果について述べる。
4．環境問題認識・実行度調査
　調査対象者101人の平均は46．0であり、男性
と女性の平均得点はそれぞれ44．6および46．7で
あった。女性の方がやや得点が高いが、危険率
5％で平均値の差の検定を行ったところ、平均
値に差が無いことがわかった。また、得点分布
を図1に示した。山田は、60～79点を「環境問
題についてある程度認識している」、80～100点
を「環境についてたいへんよく認識し、環境配
慮行動についても実現できています」という評
価を与えている。この評価基準に対し、畠ｾ確な
根拠がないものの、60点以上は25人で約25％、
80点以上は3人で約3％であり、意外に低い結
果となった。これは、平成13年内閣府の「循環
社会の形成に関する世論調査」25》の中の「普
段の暮らし方の中でのごみとの関わり方」で、
「ごみ問題への関心は高くても「実行はもう一
　息』」という表現に対応する。
　　図2に年代別得点の平均値を示した。本調査
　では、学生主体に調査を行ったため29歳までの
　調査対象者が多く、明確ではないが60歳以上で
　やや高得点の傾向がみられる。参考までに年代
　別最高、最低得点を表2に示した。
　　次に、項目別の「よくできている」、「まずま
　ずできている」、「できていない」の割合を、総
　数、男性、女性でみたときの結果が、図3、4、
　5である。1、2、4～9までが「省エネルギ
ー」、3、10～13を「節水と汚濁防止」、14～20
を「ゴミ減量」とみて整理した。図3の総数で、
「よくできている」、「まずまずできている」と
回答した人数が80％を超えた項目は、「1．部屋
を出るときは、電気、テレビなどのスイッチを・
消している」、「6．冷暖房は適温にコントロー
ルしている」、「9．住宅の保温効果を考えて、
カーテンや二重窓としている」、「3．洗濯は、
洗濯機の適正効率を考えて、まとめて洗ってい
る」、「15．購入した食品は計画的に使用し、無
駄に捨てることはしない」である。「できてい
ない」項目に注目すると、70％を超える項目は、
「16．買い物袋を持って買い物に出かける」、「2α
不用品は、7リーマーケットや買い取業者に出
している」である。これは、項目グループ別に
みると「ゴミ減量」に属し、スーパーマーケッ
ト等の対応や買取業者の数にも影響され、地域
性が大きいと考えられる。図4、5を比較する
と、男女差が多少見られるのは、「9．住宅の保
温効果を考えて、カーテンや二重窓としてい
る」、「16．買い物袋を持って買い物にでかけ
る」、「17．ビンやプラスチック容器は、中身だ
けを詰め替えて使用している」、r20．不用品は、
フリーマー一ケットや買い取業者に出している」
で、女性の家での仕事や積極性が伺える。
　さらに感想を求めたところ、「自分では気を
つけているつもりだったのですが、まだまだと
思いました」、「環境問題には、それなりに関心
はあるのだが・いざ意識調査をしてみると全く
できていなかった」などが多く寄せられた。し
たがって、このような認識度・実行度評価法は
定量的評価が可能で、環境教育的な効果も十分
あるといえる。
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40～49　　50～59
　　点数
圏男性
■女性
口　数
図1得点分布
40～49
年代（歳）
国　性
■女性
口総数
図2　年代別平均得点
表2　年代別最高、最低得点
年　代 ～29 30～39 40～49 50～59 60～
男　性 72．5
P5
35
Q7．5
60
S0
80
R5
女性 75
P0
77．5
Q5
67．5
R0
65
Q2．5
90
S7．5
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　図4　項目別男性の評価割合
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　図5　項目別女性の評価割合
t6　17　18　19　20
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5　結　び
　環境省による循環型社会を形成する基盤整備
としては、「財政措置等」、「教育及び学習の振
興、広報活動の充実、民間活動の支援及び人材
の育成」、「調査の実施・科学技術の振興」、「国
際的な取組」、「地方団体との関係」が挙げられ
ている26》。これらの政策が確実に実行され、
一人一人の「ライフスタイル」が見直されるこ
とが急務ではあるが、さらに前述した生涯教育
としての環境教育の推進とともに、「環境関連
資材」、「環境分析装置」、「公害防止装置」、「廃
棄物処理・リサイクル装置」、「施設建設」、「環
境修復・環境創造」、「新エネルギー一・エネルギ
ー利用効率化」、「環境関連サービス」、「下水・
し尿処理」、「廃棄物処理・リサイクル」、「環境
配慮型製品製造・販売」、「環境調和型エネルギ
ー供給」といった『環境ビジネス』の今後の展
開27）が望まれる。
　さらに、例えば　「40ワット直管の場合、次
にスイッチを入れるまで13分以内ならつけっ放
しの方が割安、家庭の居間用の30ワットと32ワ
ットの円形蛍光灯を組み合わせたタイプなら損
得分岐点は28分、電球型蛍光灯は60～90分であ
る。」のようなきめ細かく具体的な情報28）の提
供も必要であると考えられる。
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　付表　環境問題認識・実行度調査票
よくでき
ﾄいる
i10点）
まずまず
ﾅきている
i5点）
できて
｢ない
i0点）
1．部屋を出るときは、電気、テレビなどのスイッチを消している。
2．冷蔵庫のドアの開閉回数、内容物の詰め方など管理を適切にしてい
@　る。
3．洗濯は、洗濯機の適正効率を考えて、まとめて洗っている。
4．電灯や電化製品は、省エネタイプを積極的に使用している。
5．使用していない電化製品のプラグは抜いている。
6．冷暖房は適温にコントロールしている。
7．テレビは、見たいものだけを決めて、見る時間を管理している。
8．近距離の買い物に車は使用しない。
9．住宅の保温効果を考えて、カーテンや二重窓としている。
10．食器に盛る量を調整したり、食器の数を減らし、食べ残しや、食器
@の汚れを少なくしている。
11．食器を洗うときに、洗剤を洗い容器に入れるなど洗剤使用量をでき
@　るだけ減らす工夫をしている。
12．洗顔、歯磨、食器洗いで、水道の流し放しはしない。　　　句
13．風呂の残り水を洗濯や拭き掃除に利用している。
14．不用品を買わないように計画を立てて購入している。
ユ5．購入した食品は計画的に使用し、無駄に捨てることはしない。
16．買い物袋を持って買い物にでかける。
17．ビンやプラスチック容器は、中身だけを詰め替えて使用している。
18．トイレットペーパーなど日用品は、リサイクル製品を購入している。
19．衣服や家具などできるだけ修繕して使用している。
20．不用品は、フリーマーケットや買取業者に出している。
合計@　　　　　　　　　　　　　環境認識・実行度評価 　　　　　　　　　　　点㈹v点を2で割る
@　　　　　　　　　　点
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